
障害者等支援加算（新規）  20単位／日  ⇒   

※算定要件   

養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、精神上の障害等により特  

に支援を必要とする者に対して基本サービスを行った場合  

7．福祉用具貸与・販売（介護予防福祉用具貸与・販売も同様）  

福祉用具貸与の価格については、同一製品で非常に高額になるケース等（「いわゆる外   

れ値」）が一部存在していること等を踏まえ、競争を通じた価格の適正化を推進するため、   

製品毎等の貸与価格の分布状況等の把握・分析・公表や、介護給付費通知における同一製   

品の貸与価格幅等の通知を可能とするなど、価格競争の活性化を図る。  

また、福祉用具サービスの向上、貸与種目と販売種目の整理等保険給付の在り方につい   

ては、状態像に応じたサービス提供の状況、メンテナンスに係る実態把握、有効性等につ   

いて早急に調査研究を行い、「福祉用具における保険給付の在り方に関する検討会」にお   

いて、引き続き議論・検討を行い、早急に必要な対応を行う。  

8．地域密着型サービス   

（1）小規模多機能型居宅介護  

① 事業開始後一定期間における経営安定化を図るための評価  

利用者数が多い事業所では収支が安定化する傾向にあることを踏まえ、居宅介護支援   

事業者との連携の推進や利用者の増加を図るとともに、宿泊サービス利用者がいない場   

合の夜勤職員の配置基準の見直しにより、経営の効率化のための措置を講じた上で、事   

業開始後の－一定期間における経営の安定化を図るための評価を行う。  

事業開始時支援加算（Ⅰ） 500単位／月  

事業開始時支援加算（新規） ⇒  

事業開始時支援加算（Ⅱ） 300単位／月   

；※算定要件  

：事業開始時支援加算（Ⅰ）：事業開始後1年未満であって、登録定員数に対する利用者数の  
割合が80％を下回る事業所であること。（当該割合が80％に達  

するまでの期間について加算）  

：事業開始時支援加算（Ⅱ）：事業開始後1年以上2年未満であって、登録定員数に対する利  
用者数の割合が80％を下回る事業所であること。（当該割合が  

80％に達するまでの期間について加算）  

（∋ 認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置に対する評価  

利用者ニ、一ズに対応するため、認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置を評   
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価する。  

認知症加算（Ⅰ）   

認知症加算（Ⅱ）  

800単位／月   

500単位／月  

認知症加算（新規）  ⇒  

※算定要件  

認知症加算（Ⅰ）   

認知症加算（Ⅱ）  

日常生活に支障を来すおそれのある症状・行動が認められることから、  

介護を必要とする認知症の利用者（認知症日常生活自立度Ⅲ以上）  

要介護2に該当し、日常生活に支障を来すような症状■行動や意思疎通  

の困難さが見られ、周囲の者による注意を必要とする認知症の利用者（認  

知症日常生活自立度Ⅱ）  

看護職員配置加算（Ⅰ） 900単位／月  
看護職員配置加算（新規）   ⇒  

看護職員配置加算（Ⅱ） 700単位／月  
「▲－一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一一－－－－一一一－－－－－－－－－－－】一－－－－－一－■－一‾■‾‾‾▲‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

：※算定要件  

…看護職員配置加算（Ⅰ）‥常勤かつ専従の看護師を1名以上配置している場合  

；看護職員配置加算（Ⅱ）：常勤かつ専従の准看護師を1名以上配置している場合  

③ サービスの提供が過少である事業所に対する評価の適正化   

「通い」を中心に「泊まり」や「訪問」のサービスを柔軟に組み合わせて対応するこ   

とを評価する月単位の定額制の報酬について、サービス提供の適正化の観点から、サー   
ビスの提供が過少である事業所に対する評価を適正化する。  

過少サービスに対する減算（新規）  ⇒ 所定単位数に70／100を乗じた単位数で算定   

；※算定要件   

事業所の利用者1人当たりの平均サービス提供回数が一週間に4回未満の事業所につい≡  

：て適用する。  

（2）夜間対応型訪問介護   

① 日中におけるオペレーションサービスの評価等  

利用者の確保等を通じた事業所の経営の安定化を図る観点から、日中におけるオペレ   
ーションサービスも評価するなど、利用者の24時間の安心確保に資する仕組みを構築   
するとともに、看護師、介護福祉士等とされているオペレーターの資格要件に、准看護   
師及び介護支援専門員を追加する。  

610単位／月   24時間通報対応加算（新規）  ⇒  
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② 定期巡回サービス責  

短時間の訪問介護の基本サービス費の引き上げに準じて、定期巡回サービス費の引き   

上げを行う。  

定期巡回サービス責  347単位／回  ⇒  381単位／回  

9．介護保険施設   

（1）介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）  

① 要介護度の高い高齢者に対して質の高いケアを実施する施設に対する評価  

要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視型施設としての位置付けを踏まえ、介護  

が困難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢者等が一定割合以上   

入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以上配置している施設を評価する  

とともに、基準を上回る夜勤職員の配置を評価する。  

日常生活継続支援加算（新規）  22単位／日  ＝〉   

※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 入所者のうち、要介護4～5の割合が65％以上又は認知症日常生活自立度Ⅲ以上の  
割合が60％以上であること。   

② 介護福祉士を入所者の数が6又はその端数を増すごとに1以上配置していること。  

注 本加算と介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価は同時には行わないこと   

とする。  

定員31～50人の施設  22単位／日  

夜勤職員配置加算（新規） ⇒ 定員30人又は51人以上の施設 13単位／日  
地域密着型介護老人福祉施設  41単位／日  

（ユニット型施設には5単位／日を上乗せ）  

※算定要件   

夜勤を行う介護職員t看護職員の数が、最低基準を1人以上上回っていること。  

② 常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置等に対する評価  

入所者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の配置や基準   

を上回る看護職員の配置を評価するとともに、常勤の医師の配置に係る評価を見直す。   

看取り介護加算については、重度化対応加算の要件のうち看取りに関する要件を統合す   

るとともに、施設内における看取りの労力を適切に評価するため、看取りに向けた体制   

の評価と看取りの際のケアの評価を別個に行うこととする。これらに伴い、重度化対応   

加算は廃止する。   
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看護体制加算（Ⅰ）   

定員31～50人の施設   

定員30人又は51人以上の施設   

地域密着型介護老人福祉施設   

看護体制加算（Ⅱ）   

定員31～50人の施設   

定員30人又は51人以上の施設   

地域密着型介護老人福祉施設  

6単位／日  

4単位／日  

12単位／日  

看護体制加算（新規） ⇒  

13単位／日  

8単位／日  

23単位／日  

※算定要件  

看護体制加算（Ⅰ）  

看護体制加算（Ⅱ）  

常勤の看護師を1名以上配置していること。  

①看護職員を常勤換算方法で入所者数が25又はその端数を増すごと  

に1名以上配置していること、②最低基準を1人以上上回って看護職  

員を配置していること、③当該施設の看護職員により、又は病院・診  

療所・訪問看護ステーションの看護職員との連携により、24時間の連  

絡体制を確保していること。  

80単位／日（死亡日以前4～30日）  

⇒看取り介護加算 680単位／日（死亡日の前日・前々日）  

看取り介護加算（Ⅰ）160単位  

看取り介護加算（Ⅱ）80単位  1，280単位／日（死亡日）  

注1死亡日以前30月を上限。退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。   

注2 重度化対応加算は廃止する。それに併せて、看取り介護加算の算定要件の見直しを  

行う。  

常勤の医師の配置  20単位／日  ⇒  25単位／日  

③ 外泊時費用の見直し  

外泊時費用については、介護老人保健施設等と同様に、評価の適正化を行う。  

外泊時費用の見直し  320単位／日  ⇒  246単位／日  

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

（2－1）介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を含む。）  

① 夜間における手厚い職員配置等に対する評価  

介護老人保健施設における夜勤の職員配置については、現在の配置実態を踏まえ、夜   

間の介護サービスの質の向上及び職員の負担軽減の観点から、基準を上回る配置を行っ   

ている施設を評価するとともに、介護老人保健施設における実態を勘案し、看取りの際   

23  

－291－   



のケアについて評価を行う。  

24単位／日  夜勤職員配置加算（新規）  ＝争   

※算定要件  

【41床以上の場合】   

①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う介護職員・看護   

職員を配置していること、②2名を超えて配置していること。  

【41床未満の場合】   

①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う介護職員・看護   

職貞を配置していること、（al名を超えて配置していること。  

＜介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を除く。）＞  

死亡日以前15～30日  200単位／日   

死亡日以前14日まで  315単位／日  

ターミナルケア加算（新規）   ⇒  

※算定要件   

入所者が次のいずれにも該当する場合   

① 医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した看であること。   

② 入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成さ  

れていること。   

③ 医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時  

説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われていること。   

注 退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。  

＜介護療養型老人保健施設＞  

ターミナルケア加算  240単位／日 ⇒  

死亡日以前15～30日 200単位／日  

死亡日以前14日まで 315単位／日   

注 当該施設又は当該入所者の居宅において死亡した場合に限る。  

② 在宅復帰支援機能加算   

在宅復帰支援機能加算については、介護老人保健施設における在宅への退所者の割合   

に応じた段階的な評価に見直す。  

在宅復帰支援機能加算（Ⅰ）15単位／日  
在宅復帰支援機能加算10単位／日 ⇒   ※在宅復帰率が50％以上  

※在宅復帰率が50％以上  在宅復帰支援機能加算（Ⅱ）5単位／日   
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※在宅復帰率が30％以上  
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③ 短期集中リハビリテーション実施加算   

入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションを推進する観点から、短期集   

中リハビリテーション実施加算の評価を見直す。  

短期集中リハビリテーション実施加算  60単位／日  ⇒  240単位／日  

注リハビリテーションマネジメント加算については、本体報酬に包括化する。  

④ 試行的退所サービス費   

試行的退所サービス費の算定実績等を踏まえ、退所時指導加算の一部（退所が見込ま   

れる入所者を試行的に退所させる場合）として算定することとする。  

⑤ 外泊時費用の見直し  

利用者が外泊期間中において居室が当該利用者のために確保されているような場合   

は、引き続き居住費を徴収をすることができることや必要となるコストの実態を踏まえ、   

その評価を適正化する。  

外泊時費用の見直し  444単位／日  ⇒  362単位／日  

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

（2－2）介護療養型老人保健施設  

療養病床からの転換の受け皿として、入所者に対する適切な医療サービスの提供が可   

能となるよう、医薬品費・医療材料費や医師によるサービス提供といった入所者に対す   

る医療サービスに要するコスト、要介護度の分布といった実態を踏まえ、評価を見直す。  

介護保健施設サービス妻（Ⅱ）  

＜従来型個室＞   

要介護1   

要介護2   

要介護3   

要介護4   

要介護5  

＜多床室＞  

＜従来型個室＞  

要介護1  735単位／日  

要介護2  818単位／日  

⇒  要介護3  933単位／日  

要介護4 1，009単位／日  

要介護5 1，085単位／日  

＜多床室＞   

703単位／日  

786単位／日  

860単位／日  

914単位／日  

967単位／日  
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要介護1   782単位／日  

要介護2  865単位／日  

要介護3  939単位／日  

要介護4  993単位／日  

要介護5 1，046単位／日  

要介護1   814単位／日  

要介護2  897単位／日  

⇒  要介護3 1，012単位／日  

要介護4 1，088単位／日  

要介護5 1，164単位／日  

注 介護保健施設サービス費（Ⅲ）及びユニット型についても、報酬上の評価を見直す。  

（彰 施設要件等の見直し   

「医療機関」から入所した者の割合と「家庭」から入所した者の割合の差が35％以   

上を標準とする施設要件については、周辺における医療機関の有無や定員数に応じた特   

例を設ける。  

さらに、療養病床を有する医療機関（有床診療所・2病棟以Fの病院）が、そのうち   

－一つの病棟の→部を介護療養型老人保健施設へ転換するに伴い、夜間の看護・介護職員   

の配置職員数を増加させる必要が生じる場合について、夜間配置基準の特例を設ける。  

（3）介護療養型医療施設   

① リハビリテーションの評価（特定診療費）  

介護療養型医療施設におけるリハビリテーションについては、医療保険との役割分担   

の明確化や整合惟を図る観点から評価を見直すとともに、ADIJの自立等を目的とした   
理学療法等を行った場合の評価を廃止する。併せて、リハビリテーションマネジメント   

及び短期集中リハビリテーションについて、介護老人保健施設と同様の見直しを行う。  

理学療法  

理学療法  

理学療法  

作業療法  

）
 
）
 
）
 
 

Ⅰ
 
Ⅱ
 
Ⅲ
 
 

（
 
（
 
（
 
 

180単位／回  

100単位／回  

50単位／回  

180単位／回  

180単位／回  

185単位／日  

理学療法（Ⅰ）  123単位／回  

理学療法（Ⅱ）  73単位／回  

作業療法  123単位／回  

言語聴覚療法  203単位／回  

摂食機能療法  r208単位／日  

言語聴覚療法  

摂食機能療法  

注リハビリテーションマネジメントについては、理学療法（Ⅰ）等に包括化する。   

短期集中リハビリテーション  60単位／日  ⇒  240単位／日  

注1 入院日から起算して3月以内に限る。  

注2 理学療法（Ⅰ）・（Ⅱ）、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を算定する場合に  

は、短期集中リハビリテーションを算定できない。  

② 集団コミュニケーション療法の評価  

言語聴覚十が集団に対して実施するコミュニケーション療法について、新たに評価を   

行う。   
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集団コミュニケーション療法（新規）   ⇒   50単位／回（1日に3回を限度）  
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；※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 専任の常勤医師を配置していること。   
② 常勤かつ専従の言語聴覚士を配置していること。   

③ 専用かつ8平方メートル以上の集団コミュニケーション療法室を確保しているこ  

と。（言語聴覚療法を行う個別療法室との共用は可能）   

④ 必要な器械及び器具が具備されていること。  

③ 夜間における手厚い職員配置に対する評価   

介護療養型医療施設における夜勤の職員配置については、現在夜間勤務等看護加算で   
評価しているところであるが、要介護度の高い者が入所していること等を踏まえ、基準   

を上回る職員配置を行っている施設について評価を行う。  

14単位／日  夜間勤務等看護（Ⅲ）（新規）  ＝争   

※算定要件   

次のいずれにも該当する場合   

① 利用者等の数が15又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う看護職員・介   

護職員を配置しており、かつ、2以上であること。   
② 夜勤を行う看護職員の数が1以上であること。   

③ 夜勤を行う看護職員t介護職員の一人当たり月平均夜勤時間数が72時間以下である  

こと。  

④ 外泊時善用等の見直し   

外泊時費用については、介護老人保健施設と同様、その評価を適正化するとともに、   
入院中の患者が、他医療機関を受診した場合についても同様にその評価を適正化する。  

外泊時費用   444単位／日  ⇒   362単位／日   

注 算定日数に係る要件（1月に6日を限度）については、変更しない。  

他科受診時章用 444単位／日  ⇒   362単位／日   

注 算定日数に係る要件（1月に4日を限度）については、変更しない。  

10．認知症関係サービス  

（1）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）   
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地域の認知症介護の拠点として、グループホームを退居する利用者が自宅や地域での  

生活を継続できるように相談援助する場合を評価するとともに、利用者の重度化や看取  

りにも対応できるようにする観点からの評価を行う。また、夜勤職員の手厚い配置に対  

する評価を行う。  

退居時相談援助加算（新規）   ⇒   400単位／回（1回を限度）   

看取り介護加算（新規）  ⇒  80単位／日（死亡日以前30日を上限）   

夜間ケア加算（新規）  ⇒  25単位／日  

（2）認知症短期集中リハビリテーション（介護老人保健施設、介護療養型医療施設、適所   

リハビリテーション）  

軽度者に加えて中等度・重度の者についても効果があるとの調査結果を踏まえて、対   

象を中等度・重度の者に拡大するとともに、介護老人保健施設のほか、介護療養型医療   

施設及び通所リハビリテーションにおける実施について評価を行う。  

認知症短期集中リハビリテーション実施加算  

介護老人保健施設 60単位／日  ⇒ 介護老人保健施設  240単位／日   

介護療養型医療施設（新規）  ⇒ 介護療養型医療施設  240単位／日   

通所リハビリテーション（新規） ⇒ 通所リハビリテーション 240単位／日  

注 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設については週3日まで、通所リハビリテ  

ーションについては週2回まで算定可能  

（3）認知症の行動・心理症状への対応（短期入所系サービス、グループホーム）  

認知症高齢者等の在宅生活を支援する観点から、家族関係やケアが原因で認知症の行   

動・心理症状が出現したことにより在宅での生活が困難になった者の短期入所系サービ   

ス及びグループホームのショートステイによる緊急受入れについて評価を行う。  

認知症行動り心理症状緊急対応加算  ⇒ 200単位／日（入所日から7日を上限）  

※算定要件   

認知症日常生活自立度がⅢ以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活  

が困難であると医師が判断した看であること。  

（4）若年性認知症対策（施設系サービス、短期入所系サービス、通所系サービス、グルー   

プホーム）   

28  

－296－   



若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、施設系サービス、短  

期入所系サービス、適所系サービス、グループホームにおいて、若年性認知症患者を受  

け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供することについて評価を  

行う。これに伴い、現行の適所系サービスにおける若年性認知症ケア加算は廃止する。  
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宿泊による受入れ120単位／日  

著申憧恐知症利用者（入所者．／／患部受入加算㈱⇒  

適所による受入れ 60単位／日  

注1宿泊による受入れとは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設等による受入れをいい、  

通所による受入れとは、通所介護、適所リハビリテーション等による受入れをいう。   

注2 適所介護及び適所リハビリテーションにおける若年性認知症ケア加算は廃止する。   

注3 介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションについては、240単位／月。  

（5）専門的な認知症ケアの普及に向けた取組（施設系サービス、グループホーム）  

専門的な認知症ケアを普及する観点から、介護保険施設やグループホームにおいて、   
認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケアに関   
する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することについて評価を行う。  

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（新規） ⇒  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  

※算定要件   

次の要件を満たす施設・事業所内の認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者1人1日当たりに  

つき、上記単位のいずれかを加算  

【認知症専門ケア加算Ⅰ】  

（D認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が、入所者・入居者の1／2以上   

②認知症介護実践リーダー研修修了者を、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が20人未   

満の場合は1名以上配置し、20人以上の場合は10又はその端数を増すごとに1名  
以上を配置   

③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施  

【認知症専門ケア加算Ⅱ】   

①認知症専門ケア加算Ⅰの要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修修了者を1名以   

上配置（認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が10人未満の場合は実践リーダー研修修  

了者と指導者研修修了者は同一人で可）   

②介護・看護職員ごとの研修計画を作成し、実施  
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（6）認知症の確定診断の促進（介護老人保健施設）  

認知症の確定診断を促進し、より適切なサービスを提供する観点から、認知症の疑い   

のある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対して紹介することに   

ついて評価を行う。   
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認知症情報提供加算（新規）  350単位／回  ＝〉   

11．栄養管理体制・栄養マネジメント加算等の見直し  

栄養管理体制加算の算定実績を踏まえ、基本サービス費に包括した評価に見直すととも   

に、栄養マネジメント加算については、栄養マネジメントの適切な実施を担保する観点か   

ら評価の見直しを行う。  

栄養マネジメント加算 12単位／日  ⇒  14単位／日  

12．口腔機能向上、栄養改善（栄養マネジメント）サービスの見直し  

① 口腔機能向上加算等  

口腔機能向上加算、栄養改善（栄養マネジメント）加算及びアクティビティ実施加算  

については、サービス提供にかかる労力等を適切に評価する等の観点から、評価の見直  

しを行うとともに、アクティビティ実施加算について、運動器機能向上加算、栄養改善   

加算、口腔機能向上加算に係る届出を行っている事業所についても算定を認める。  

さらに、医療と介護の連携を図る観点から、歯科医療を受診している場合であっても、   

本加算が評価しているサービス内容と重複しない範囲についての評価を行う。  

【介護予防（認知症対応型）  

口腔機能向上加算  

栄養改善加算  

アクティビティ実施加算   

【（認知症対応型）通所介護  

口腔機能向上加算  

通所介護・介護予防通所リハビリテーション】  

100単位／月  

100単位／月  

81単位／月  

150単位／月  

⇒ 150単位／月  

53単位／月  

通所リハビリテーション】  

100単位／回  

＝〉  

150単位／回（月2回限度）   

150単位／回（月2回限度）  栄養マネジメント加算  100単位／回  

注1 口腔機能向上加算について、歯科医療と重複する行為や算定方法については、通知  

において明確化する。  

注2 アクティビティ実施加算は、介護予防通所介護のみが該当。  

注3 （認知症対応型）通所介護・通所リハビリテーションの「栄養マネジメント加算」  

については、「栄養改善加算」に名称を変更。  

② 口腔機能維持管理加算  

介護保険施設において、介護職員が入所者に対して計画的な口腔ケアを行うことがで   

きるよう、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に   
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対して、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合に評価を行う。  

30単位／月  口腔機能維持管理加算（新規）  ＝｝   

※算定要件   

① 介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護療養型医療施設であり、歯科医師又   

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が当該施設の介護職員に対して、入所者の口腔  

ケアに係る技術的助言及び指導を月1回以上行っていること。   

② 当該施設において、入所者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されており、   

①に掲げる歯科医師又は歯科衛生士がその計画の作成にあたり助言及び指導を行って  

いること。  

13．事業所評価加算の見直し  

事業所評価加算については、引き続き継続するとともに、事業者の目標達成に向けたイ   

ンセンティブを高め、利用者により適切なサービスを提供する観点から、要支援状態の維   

持をより高く評価する方向で算定要件の見直しを行う。  

算定要件の見直し  事業所評価加算 100単位／月  ⇒   

※算定要件   

t（要支援度の維持者数＋改善者数×2）／評価対象期間内（前年の1月～12月）に運   
動機能向上、栄養改善又は口腔機能向上サービスを3か月以上利用し、その後に更新・   

変更認定を受けた者の数I≧0．7   
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（指定基準に係るその他の主な見直しの内容）  

1．訪問介護  

○ サービス提供責任者の配置に関する規定を以下のように改める。   

① 指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務に従  

事するもののうち事業の規模に応じて1人以上の者をサービス提供責任者としなけ  

ればならないこと。   

② 常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とすること。   

③ 居宅サービス基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならな  

い事業所においては、原則として1人分のみの常勤換算を可能とすること。   

④ あわせて、居宅サービス基準上、5人を超えるサービス提供責任者を配置しなけ  

ればならない事業所については、当該事業所におけるサービス提供責任者の3分の  

2以上を常勤者とするものとすること。   

⑤ この場合の非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務時  

間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数の2分  

の1に達していること。   

※ 介護予防訪問介護についても同様の改正を行う。  

2．居宅療養管理指導  

○ 看護職員による居宅療養管理指導に関する基準を追加し、訪問看護ステーションか  

らも看護職員による居宅療養管理指導を行うことができることとする。  

3．通所介護  

○ 指定療養適所介護事業所の利用定員を「5人以下」から「8人以下」に改める。   

○ 指定療養適所介護を行うための専用の部屋の面積を「8平方メートルに利用定員を   

乗じた面積以上」から「6．4平方メートルに利用定員を乗じた面積以上」に改める。  

4．適所リハビリテーション  

○ 理学療法十・作業療法士・言語聴覚十・看護師・准看護師・介護職員（以下「PT   

等」という。）の配置に関する規定を以下のように改める。   

① 利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10：  

1以上確保されていること。   

② そのうち、専ら指定適所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療  

法士又は言語聴覚十が、常勤換算方法で、利用者が100人又はその端数を増すご   
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とに1人以上確保されること。  

＜指定適所リハビリテーションが診療所である場合＞  

① 利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10：  

1以上確保されていること。  

② そのうち、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療   

法士若しくは言語聴覚士又は通所リハビリテーション若しくはこれに類するサービ   

スに1年以上従事した経験を有する看護師が、常勤換算方法で、0．1人以上確保   

されること。  

※ 介護予防適所リハビリテーションについても同様の改正を行う。  

5．短期入所療養介護  

○ 診療所の一般病床のうち、面積や人員配置等の要件を満たすものについて短期入所  

療養介護の実施を可能とする指定基準の見直しを行うとともに、基準適合診療所であ  

る指定短期入所療養介護事業所に係る人員基準等に係る条項（指定居宅サービス等の  

事業の人員、設備及び運営に関する基準附則第5条）を削除する。  

6．小規模多機能型居宅介護  

○ 宿泊サービスの利用者がいない場合には、夜間及び深夜の時間帯に係る小規模多機   

能型居宅介護従事者を置かないことができることとする。   

○ 居間及び食堂の面積を「3平方メートルに通いサービスの利用定員を乗じた面積以   

上」から「機能を十分に発揮し得る適当な広さ」に改める。   

※ 介護予防小規模多機能型居宅介護についても同様の改正を行う。  

7．夜間対応型訪問介護  

○ オペレーターの資格要件に、准看護師及び介護支援専門員を追加する。   

○ 日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって、指定訪問介護事   

業者の指定を併せて受けて、一体的に運営する場合、夜間対応型訪問介護事業所の管   

理者は、指定訪問介護事業所の職務に従事することを可能とする。  

8．介護老人保健施設   

○ 常勤換算方法で、入所者の数を100で除して得た数以上置かなければならないこ  

ととされている「理学療法士又は作業療法士」について、「理学療法士、作業療法士又   

は言語聴覚士」に改める。   

○ 支援相談員について、「入所者の数が100又はその端数を増すごとに1以上」から   

「1以上（入所者の数が100を超える場合にあっては、常勤の支援相談員1名に加   

え、常勤換算方法で、100を超える部分を100で除して得た数以上）」に改める。   
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2．要介護認定について  

（1）要介護認定制度の見直しについて  

要介護認定については、平成21年度から下記のとおり、見直しを行うこととして   

いる。  

都道府県におかれては、平成21年度から開始される新たな認定業務が円滑に施行   

されるよう市町村等に対する支援をお願いしたい。  

（見直しの内容）   

① 最新のデータに基づく一次判定ロジックの構築   

現在の一・次判定ロジックが開発された平成13年当時と比べると、介護技術の進   

歩等が見られることから、平成19年に実施した高齢者介護実態調査（タイムスタ   

ディ）のデータを基に、一次判定ロジックの見直しを行う。  

（診 認定調査項目の見直し   

認定調査項目については、認定事務の負担軽減のため、高齢者介護実態調査や要   

介護認定モデル事業（第一次）の結果から、介護に係る手間に関する一次判定にお   

ける推計の精度が変わらないことを前提に、現行の82項目から74項目に見直し   

を行う。  

③ 一次判定における要支援2及び要介護1の判定について   

現在、要支援2及び要介護1の判定については、介護認定審査会において行われ   

ているが、審査が複雑である等の指摘を受けていることから、コンピューターによ   

る一次判定の段階から、要支援2及び要介護1の振り分けを行えるようシステムの   

見直しを行う。  

なお、最終的な判定は、従前どおり、介護認定審査会において行うことになって  

いる。  
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